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規模（名目国内生産額）924兆円
のうち、ICT産業は8.9％に当たる
81.8兆円を占め、全産業中で最大
規模である（総務省「ICTの経済
分析に関する調査（平成25年度）
報告書」2014年 3 月発表）。また、
日本の情報通信基盤である固定お
よびモバイルブロードバンドは、
整備率、利用率ともに世界のトッ
プクラスである。

しかしながら、日本におけるス
マートフォンおよびタブレット端
末の販売でトップのシェアを持つ
メーカーはアップル社であり、こ
れに対抗するアンドロイドスマー
トフォンおよびタブレット端末の
OSやプラットフォームはグーグ
ル社が握っている。これらの分野
で日本企業の影は薄く、また日本
の部品メーカーも「アップル社が

ICT敗戦国、日本
「日本は残念ながらICT（情報通
信技術）敗戦国となりました」。
このショッキングな言葉は、2014
年夏、MITメディアラボの石井
裕教授が日本で行った講演でのも
のだ。

2014年12月に取りまとめられた
総務省情報通信審議会2020-ICT
基盤政策特別部会の報告書「2020
年代に向けた情報通信政策の在り
方」では、「（ICT産業は）国内最
大の産業として経済成長を牽引す
るのみならず、生産性の向上や新
たな事業の創出等をもたらすあら
ゆる産業の基盤としての役割を有
しており、ICTの役割はますます
増大している」と、ICT産業の発
展が高らかにうたわれている。

確かに、2012年の全産業の市場

くしゃみをすれば風邪をひく」な
どといわれる状況に陥っている。

コミュニケーション手段は音声
通話からメールやSNS（ソーシャ
ル・ネットワーキング・サービス）
へとシフトし、日本の通信事業者
やインターネット接続事業者のメ
ールは、Gメール、ツイッター、
ライン（LINE）、フェイスブック
メッセンジャーといった、通信事
業者に依存しないツールに取って
代わられている。これらはLINE
を除けば海外発のツールであり、
LINEも韓国Naver社の子会社で
ある。インターネット通販でも、
米国のアマゾン・ドット・コムが
流通総額において楽天と肩を並
べ、日本最大の規模を誇る。

これらの事実は、日本人のコミ
ュニケーションの内容や位置情
報、検索情報、購買情報などのパ
ーソナルデータがことごとく海外
のサーバー上にビッグデータとし
て蓄積され、分析されていること
を意味する。「ICT敗戦国」とい
う石井教授の言葉は、グローバル
なパーソナルデータ争奪戦におい
て日本が負けたことを指している。

「誰でも通信事業者になれる」
時代へ

しかし、これですべてが終わっ

ユーザー企業が、通信ネットワークや通信機器、クラウ
ドサービスなどを自社の経営資源と組み合わせて顧客に提
供できる環境が整ってきた。今後のICT産業は、エンドユ
ーザーに最も近いユーザー企業が主役となり、ICTを駆使
して新たな付加価値を創造する時代になる。この付加価値
は、業界を超えたパートナー企業間の共創によって紡ぎ出
される。顧客の期待を超える感動を創造できる人材を擁す
る企業だけが、相互信頼に基づいた共創のパートナーに選
ばれるだろう。
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信頼に基づく協業による価値創出の時代へ
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たわけではない。日本がこの「敗
戦」から学び、世界最高のネット
ワーク環境を生かした日本発・世
界初の多様なビジネスモデルを創
造することで、2020年代半ばまで
の10年間で、世界中の人たちに利
用される商品やサービスを生み出
すことを期待したい。

その 1 つのきっかけが、NTT東
日本・西日本による「光サービス
卸」（「フレッツ光」の卸売り）の
開始である。多様な産業のプレー
ヤーがNTT東西から光回線を借り
てFVNO（Fixed Virtual Net-
work Operator：仮想固定通信事
業者）となり、自社の経営資源と
組み合わせて新たな付加価値を創
造することが期待される。

モバイルにおいても、多様な産
業のプレーヤーが、大手の事業者
から無線ネットワークの帯域を借
りることで携帯電話事業者とな
る、MVNO（Mobile Virtual Net-
work Operator：仮想移動体通信
事業者）ビジネス促進のため、総
務省がSIMロック解除義務化など
の施策を打ち出した。

これにより、「誰でも通信事業
者になれる」時代が到来したとい
えよう。B2C（対消費者取引）お
よびB2B（企業間取引）の顧客基
盤や販売チャネル、決済プラット

フォームなど、さまざまなレイヤ
ーで独自の強みを持ったプレーヤ
ーたちにそのチャンスがある。

とはいえ、多くのプレーヤーが通
信事業に参入することはゴールで
はなく、手段に過ぎない。2020年
代半ばに向けて、10年先のゴール
をどこに据えるのかが極めて重要
となる。

たとえば、アップル社は自社工
場を持たない「ファブレス」メー
カーである。独創的なアイデアと、
経営者のビジョンや哲学に基づく
熱意さえあれば、足りない経営資
源はいくらでもグローバルに調達
できてしまう時代だ。アップル社
の成功はアーキテクチャーやエコ
システムを考える力、戦略がもの
をいう時代になったことを意味し
ている。そこでは、商品やサービ
スそのものの機能や性能、価格だ
けではなく、商品を取り巻くエコ
システムや、商品にまつわる「ス
トーリー」が不可欠となる。言い
換えれば、モノづくりからコトづ
くりへのシフトである。

これは同時に、ICT産業のプレ
ーヤーが主役を張る時代の終わり
を意味する。つまり、エンドユー
ザーにより近く、エンドユーザー
のことを知り尽くしているユーザ
ー企業が中心となり、ICTを駆使

して新たな付加価値を創造する時
代の到来である。

もちろん、非ICT産業のプレー
ヤーが、ICTサービスを自社の経
営資源と組み合わせて新たなサー
ビスを開発する際、むき出しの
ICT基盤のままでは使いこなすこ
とができない。そこで必要とされ
るのが「ICT利用基盤」である。
ICT産業のプレーヤーは、いかに
他産業のプレーヤーが使いやすい
ICT利用基盤を用意するかを問わ
れる時代に向かう。

「何でもネットワークにつな
がる」時代へ

では、2020年代に向けてわれわ
れが目指すべきゴール、あるべき
社会とはどのようなものだろうか。

2009年、総務省ICTビジョン懇
談会において「スマート・ユビキ
タスネット社会」という言葉が提
唱された。これは、至るところに
ICTが存在する「ユビキタスネッ
ト社会」がスマートに進化したも
ので、ICTがわれわれの社会・産
業・生活にさらに広く深く浸透し、
そこに存在することさえ意識され
ない状態でありながら、その裏で
はしっかりとICTが機能し、連携
し、先回りし、心地よいサービス
が提供される社会をイメージした
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ものである。
2020年代半ばに向け、世界に先

駆けてまさにこのような社会を実
現していくことが 1 つのゴールと
なるだろう。その中間地点として、
2020年の東京オリンピック・パラ
リンピックが格好のマイルストー
ンとなる。
「スマート・ユビキタスネット社
会」を実現する手段は、今流行の
言 葉 で い え ば IoT（Internet of 
Things：機器同士をインターネ
ットで接続すること）ということ
になる。グーグルグラスやアップ
ルウオッチに代表されるウエアラ
ブルデバイスも、その重要な構成
要素となる。身に付けているだけ
で、自動的に計測されたデータが
クラウド上に蓄積されて分析さ
れ、さまざまな通知、アドバイス、
お勧めとしてフィードバックされ
る。

眼鏡式のウエアラブル端末は情
報の出力先としても有望だ。企業
における多様な作業現場や顧客接
点などにおいて、AR（Augmented 
Reality：拡張現実感。現実の風
景にCG映像を重ねて表示する）
技術を用いて目の前に情報を表示
することで、生産性や顧客満足度
の向上に寄与できるだろう。

また、IoTによって、従業員一

人一人の行動や、工場における機
械の稼働状況、空調などの労働環
境、物流網における商品の配送状
況、店舗における顧客の行動とい
ったデータをリアルタイムで把握
することが可能となる。これらの
ビッグデータから、どのようにし
て意味のあるデータ、信頼性のあ
るデータだけを抽出し新たな価値
に変えられるかが問われることに
なるだろう。
「高齢者が横断歩道を渡っている
と、信号機が青の時間が自動的に
延長される」というシーンは、「ス
マート・ユビキタスネット社会」
を象徴するものだ。生活者一人一
人の顔画像、ID、パーソナルデ
ータ（年齢などの情報）、位置情報、
信号システムなどが高度に連携し
てはじめてこのようなシーンが成
立する。

こうしたシーンを至るところで
見られるようにするためには、パ
ーソナルデータを安心・安全に活
用できる環境の整備が欠かせな
い。2015年10月のマイナンバー制
度の施行を契機に、具体的なソリ
ューションを実装し、課題を洗い
出してはつぶしていくという取り
組みを、スピード感を持って行っ
ていく必要がある。

「誰でもイノベーションを起
こせる」時代へ

誰もがICTをツールとして使い
こなし、何でもネットワークにつ
ながる時代の到来により、誰でも
イノベーションを起こせる時代と
なる。

イノベーションというと、先端
的な技術によって実現されるもの
をイメージしがちである。しかし
筆者は、イノベーションを「顧客
の期待を超えること」と定義した
い。モノづくりからコトづくりへ
とシフトする時代には、技術によ
るイノベーションとサービスによ
るイノベーションを車の両輪のご
とく回す必要がある。日本企業は、
技術によるイノベーションを引き
続き追求しつつ、サービスによっ
て顧客の期待を超える価値（＝感
動）を創造していくことにも注力
する必要がある。

そのためには、企業が社員に求
める素養や、社員の評価指標も変
えなければならない。組織や会社
という枠組みを超え、多種多様な
人材・考え方のぶつかり合いの中
で、顧客の期待を超える独創的な
アイデアを産み出し、形にしてい
く人材を採用・育成し、そのよう
な社員を評価する仕組みへの転換
が不可欠となる。
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2020年代に向けて生き残ってい
ける企業は、顧客の心に響くスト
ーリーを紡ぐ能力を持った人材に
よって「感動創造企業」へと進化
できる企業だけである。そこでは、
あえてアナログの良さ、たとえば
フェースツーフェースの暖かさと
いった価値が再認識されるだろ
う。顧客に感動を与えられる接点
をつくれなければ、価格競争の中
で消滅していく運命となる。

顧客に選ばれる存在であり
続けるために

自社に足りない経営資源は外部
から容易に調達できてしまう時
代、新しいアイデアもすぐに模倣
されてしまい他社との差異化がま
すます難しくなっていく時代、そ
のような時代はともすると価格だ
けの争いになり、「レッドオーシ
ャン（競争の激しい市場）」の中
で誰も勝者になれないといったこ

また、本当に意味のある、信頼
に足る情報だけが手に入る真の

「スマート・ユビキタスネット社
会」が実現されるまでは、情報過
多の時代が続く。既にわれわれは、
テレビや新聞などのマスメディア
や、電車・街中の電子看板に加え、
手の中にあるスマートフォンやタ
ブレット端末から、日々、大量の
情報を摂取し、「情報疲労」を起
こしている。このような状況にお
いて、顧客の心に響く商品やサー
ビスは、感動や共感を与えること
ができるものに限られるだろう。
そのためには、単に機能や性能が
優れているだけではなく、その商
品やサービスにまつわる感動の

「ストーリー」が必須となる。そ
のストーリーによってもたらされ
る感動は、手の中にあるスマート
フォンを介してSNSでシェアさ
れ、瞬く間に全世界へと広がって
いく。

とになりかねない。この不毛な価
格競争から抜け出し、顧客に選ば
れる存在であり続けるために重要
なことは、信頼に基づく「価値共
創」である。
「価値共創」とは、複数の企業が
互いの強みを持ち寄って新たな価
値をつくり出すことであり、そこ
でパートナーとなれるのは、信頼
できる企業だけである。「スマー
ト・ユビキタスネット社会」は、
そのような企業同士がネットワー
クでつながり、本当に意味のある、
信頼に足る情報だけが蓄積され活
用されることによって実現されて
いくだろう。
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